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瀬戸市行政改革集中改革プラン 

取組状況報告書の概要 
 

本市における行政改革の取組については、平成 9年 6月に「瀬戸市新行政改革大綱」をまとめ、

平成 10 年 10 月には改革すべき項目や数値目標、実施年度等の具体的内容について定めた「瀬戸

市新行政改革実施計画（平成 10～12 年度）」を、平成 13 年 5 月には「瀬戸市新行政改革第２次実

施計画（平成 13～15年度）」を策定し、行政運営の簡素化・効率化を図りながら財源確保に努め、

少子高齢社会への対応や多様化している市民ニーズに応えるために行政改革に取り組んできまし

た。 

平成 14 年 2月には「行政経営導入計画」を策定し、これに基づき、「平成 17 年度末までに、瀬

戸市の行政組織が、目標を共有し、役割分担と創意工夫によって行動できるようになる」ことを

経営改革のビジョンとして掲げ、これを目指した取組を進めてきました。 

平成 18 年 3月には、これらの行政改革、行政経営の理念を盛り込んだ「第 5次瀬戸市総合計画」

を策定し、この枠組みの中で「瀬戸市行政改革集中改革プラン」を策定しました。 

瀬戸市行政改革集中改革プランでは、147 にわたる実施項目を掲げ、そのうち平成 16年度まで

に 100 項目に着手し、平成 17 年度から平成 21 年度までには、引き続き実施する 21項目と新たに

着手する 47 項目の計 68 項目について取り組むこととしました。この 68 項目のうち、平成 21 年

度までに 67項目を実施し、未実施となった 1項目についても平成 22 年度当初に実施しました。 

 

 
集中改革 

プラン 

実施項目数 

H17～21 年 

度までに 

実施する 

項目数 

実施項目数 
未実施 

項目数 
H17 H18 H19 H20 H21 

事務事業の再編・

整理、廃止・統合

の取組 

43 19 13 6 0 0 0 0 

民間委託等の推進 79 34 12 18 1 0 2 ※1 

定員管理・給与の

適正化 
25 15 8 1 2 4 0 0 

合   計 147 68 33 25 3 4 2 1 

※平成 22 年度当初に実施 
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○ 平成 17 年度から 21 年度までの財政効果額 

 

本プランの取組による財政効果額は、平成 17 年度が約 3億 4 千万円、平成 18 年度が約 7 億

円、平成 19 年度が約 1億 1千万円、平成 20 年度が約 8億 3千万円、平成 21年度が約 1億 1千

万円、平成 17 年度から平成 21 年度までの財政効果額の合計は約 21 億円となっています。 

 

（単位：千円） 

項  目 
財 政 効 果 額 

H17 H18 H19 H20 H21 計 

事務事業の再編･整理、

廃止･統合 
224,164 171,628 365,639 309,568 208,167 1,279,166 

民間委託等の推進 10,977 110,485 71,183 79,630 100,543 372,818 

職員給与等の削減 105,126 414,767 -321,642 441,527 -191,475 448,303 

合  計 340,267 696,880 115,180 830,725 117,235 2,100,287 

 

○ 平成 17 年度から 21 年度までの財政効果影響額 

 

取組の効果が後年度にも及ぶものを累計した財政効果影響額は、平成 17 年度から 21 年度ま

での合計が約 33 億 4千万円、平成 10 年度から 21年度までの取組による平成 17 年度から 21 年

度までの合計が約139億円、平成10年度から21年度までの総合計が約257億円となりました。 

 

（単位：千円） 

項  目 H17～H21 

H10～H21 の 

取組による 

H17～H21影響額 

≪参考≫ 

H10～H21 の 

総合計 

事務事業の再編･整理、廃止･統合 1,287,197 4,870,284 11,262,843 

民間委託等の推進 146,684 980,559 1,452,701 

職員給与等の削減 1,911,351 8,145,416 13,002,103 

合     計 3,345,232 13,996,259 25,717,647 

 

 

 


